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『ヨ ー ロ ッ パ に お け る 法 の 統 一 』(2)
(RechtseinheitfUrEuropa:FestgabefゼrKonradZweigert
zum70.Geburtstag,dergebrachtvonseinenMitarbeitern,
Rα わe誌Ze`εscんrヴ を45Jahrgangl981Heft1_2)
小樽商科大学 ヨーロッパ法研究会
前回(32巻4号)に 引 きつづきRabelsZeitschrift45(1981),Heft1-2掲
載 の論文の紹 介を行 な う。今回は 「私法 および商法」の項 目か ら以下の ものを
取 りあげ ることにす る。
1
K.デ ィル ガ ー:「 国 際 的統 一 法 及 び各 国 特 別 法 に よ る国 際 取 引 に
お け る売 買 契 約 の成 立 」(Dilger,K.,DasZustandekommenvon
KaufvertragenimAuBenhandelnachinternationalemEinheits-
rechtundnationalem『Sonderrecht.RabelsZ45(1981),SS.
169-195)(§ §3,5)
Dilger論 文では,国 際取引におけ る売買契約の成立 につ き,そ の形式的 問題,
つま り,申 込 ・承諾 に関す る一般的問題を中心 として,比 較法的に論 じられて
い る。本論文の構 成を略述す ると,ま ず,西 欧諸国の うちで も重 要な法 圏で あ
る ドイツ法圏,英 米 法圏,ロ マ ン法園につき論 じる と共 に,1964年 動産の 国際
的売買契約の成 立に関す る条約(Conv6ntionrelatingtoaUniformLawon
原稿受領日1983年7月11日
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theFormationofContractsforInternationalSaleofGoods)1)の検討を な
す。つ いで,主 と して東欧諸国の経済取引に関す る特別法(チ ェコス ロヴ ァキ
ア国際商取引法,RWG一 般供 給条件,東 ドイツ国際経済取 引法)を 概観 し,
最 後にUNCITRALに よる1980年 動産 の国 際 的 売 買 契約 に 関す る国 連 条 約
(United'NationsConventiononContractsfortheInternationalSaleof
Goods)をEAGと 比較 して論ず る。 そ して,隔 地者間の契約締結,特 に,申
込 の拘束 力に関す る問題,さ らに,隔 地 者間 において は,申 込 ・承諾 という表
示が通信 手段 を媒介 として なされる点か ら,表 示 がいつか ら有効 となるのか,
その存 続について の問題を考察 の中心 とす る。対 話者 間の契約締結に関 しては,
申込は相手方 に直ちに承諾 されないか(§1471BGB)又 は一定の熟慮期間 内に
承諾 されない(§81S.2EAG)と 失効す ることは一般的 に認め られてい る。
(D西 欧の三重要法 圏における法状況
まず,ド イツ法 園では,BGBシ ステムによる と,申 込者 は相 当の期限又は 自
身 で設定 し期 間につきその申込 に拘 束され るが,明 示 に拘束を排除 して いると
・ きは別 である とされる(§ §145,147亙u.148BGB)。 この ように拘束力が生ず
る結果,そ の間 においては,申 込 自体が効力 を生 じて いない場合(§1301S.2
BGB)を 除 き,申 込の撤回 は原則 と して排除 され る。 スイス債務法(§ §3,5),
トル コ債 務 法(3,5条)も 同二の立場で あ り,ギ リシャ民法典及び ブラジル
民法典 も本質的に は同 じ解決策を とって いる。 申込 ・承諾がいつ有効 となるか
につ いて は,受 領を要す る意思表示 に関す る一般規定が適用 され,意 思表示は
相手方 に到達 した時に,っ ま り,相 手方 にとって認識可能性 が生ずるよ うな態
様で相手方の勢力範囲 に入 った時に,効 力を生ず る(§1301BGB)。 これは,
1)本 条約は,1964年 動産の国際的売買の統一法に関する条約(Conventionrelatlng
toaUniformlawontheInternationalSaleofGoods)(以下各々をDilger
の略記に従って,EAG,EKGと 略記する)と 共に,1972年8月 に発効 し,西 ドイ
ツでは1974年4月 董7日より発効 している。因みに,両 条約の批准国は,連 合王国,
サンマ リノ,ベ ルギー,オ ランダ,イ タリヤ,西 ドイツで,加 入国はガンビアであ
る。イスラエルはEKGの み批准であり,そ の後,オ ランダ,西 ドイツ,イ タリヤ
は本文後述の1980年 国連条約に署名している。なお,EAG,EKG条 文の翻訳と
して,谷 川 ・国際商事法務2巻430頁 以下(1974年)が ある。
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意思表示が効力を生ず る時点を適切に確定すると共に,伝 達の危険を当時者間
に公平に分配するためである。 したがって,受 領者は表示につき事実上認識 し
たか否かを問わずこの時点以後は認識についての危険を負担し,こ の時点以前
は,表 示者が表示の伝達方法を決定 しうるか ら,表 示者が危険を負担する。
英米法圏では,原 則 として申込の拘束性は本質的に不知で,一 定期間申込に
拘束される旨表示 したとして もいっでも自由に撤回できる。これは約因理論に
由来する。但 し,撤 回 しないとい う有効 な付随契約が存する とき(option
contract)は 非撤回となるし,ア メリカ判例上は,名 宛人が申込の存続を信頼
して支出をなしたか又は債務を引受けたとき,特 に,申 込者が相手方の処分を
知っていたときには非撤回性を肯定する傾向にある。商人間取引では申込の拘
束力を肯定する必要があり,UCC§2-205は,商 事売買につき,拘 束的と表示
された申込はその定めた期間又は最高3ケ 月に至るまでの相当な期間は撤回で
きないとする。他方,CommonLaw上,徹回可 能性は承 諾によって消滅す
る。承諾 は申込の到達時から付された期間又は当該事情から生ずる期間の経
過に至るまでなすことができる。そして,撤 回可能性に基づき生ずる浮動状態
をできる限り短縮す るために,承 諾が郵便又は電報で発信 されれば契約は締結
されたものとみなされる(い わゆるmailbox-Theorie)。 この理論の根拠は,
申込者によって承諾を受領する権限が郵便官署に黙示的に授権されていること
に求められるが,し か し,送 付者により引渡後も郵便を取戻すことができる点
で適切でない旨指摘する。
ロマン法圏では,申 込者が申込の保持につき義務を負っていない限り,原 則
として申込は承諾されるまでいつでも撤回できる。かかる義務づけは,疑 わし
き場合には,承 諾に期間が付されている(こ れは,諸 事情又は商慣習から黙示
的に生ずる)な らば,常 に推定される。 これによって,期 間が付されていない
申込においても,合 理的期間は撤回をなさないという義務が生ずる。それにも
拘 らず,申 込が この期間内に撤回されると,表 示相手方に対 してこれによって
生 じた損害を賠償する義務が生ず る。 この義務の根拠づけ(権 利濫用理論によ
る不法行為責任説(§1382C.c.),予 約(Vorvertrag)理 論が存する),さ ら
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に,損 害賠償義務範囲(一 般には消極的利益に制限される)に ついては争われ
ている。1942年 イタリヤ民法典は,期 間を付 した申込はその期間経過前は撤回
しえないとし,期 間を付 していない申込は撤回 しうるが,信 頼損害賠償の義務
を負 うとする(§ §1329,1328C.c.)契 約成立には,承 諾の表示ないしは発信
で足りるか又は承諾表示の到達を要するか,に ついてはフランス法上争われて
いるが,こ れは個別事情,特 に,当 事者合意の解釈によるとされ,原 則として
承諾表示は受領を要するとされる。イタ リヤ法上は,申 込者が承諾表示を認識
すれば契約は成立するのであり,こ の認識は承諾表示が申込者の通常の住所に
到達すれば推定される(§ §1326,1335C.c.)。
(DEAGの とる解決策
立案段階における既述の三法圏の対立の妥協として,EAGは 撤回性原則を
基礎としつつ,広 範囲な例外を認めて,申 込は承諾期間が定められているか又
は申込が拘束的ないしは非撤回と表示されているときは,非 撤回とする(§5皿
EAG)。 非撤 回性は,諸 事情,事 前の交渉,当 事者間に確立された慣行又は慣
習か らも生ずる(§5皿EAG。 慣習の定義につき,§13EAG参 照)。 さらに,
撤回が信義則又は誠実な商取引の原則に反するときも排除される(§5皿EAG)。
もっとも,非 撤回性を主張する者がそれ相当の事情を立証することを要す る。
なお,撤 回が許容される場合には,撤 回は申込の受領者が承諾表示を発信する
以前にこの者に到達 していることを要する(§51VEAG)。 この点で,mailbox-
Theorieの 根本思想が適用されるが,こ れは望ましくない浮動状態を申込受領
者により迅速に結了させうるという利点がある。さらに,当 事 者意志 が常 に
EAGの 諸規定に優先するから(§2EAG),申 込者が自身で留保すれば,EAG
5条H項,皿 項の範囲を超えても撤回はな しうる。撤回が事前に又は申込 と同
時に到達 したときも,許 容される(§51EAG)こ とは問題ない。申込又は承
諾の撤回は撤回された表示を認識するまでは許 されるとする立場(北 欧諸国の
契約法7条,ス イス債務法9条)は 国際的商取引では内心の事実を基準とすべ
きでないから,と りえない。契約の成立時点については,EAGは 承諾の発信
によらない。契約が発信時より後に成立することは,契 約表示の効力発生問題
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が ドイツ法の意味において決定されるからである。つまり,意 思表示は名宛人
に到達(到 達の定義については§121EAG参 照)し たときに有効 となる(§§6
1,5,81u.10EAG参 照)。
EAGは,既 述 以外にも契約締結に関する問題につき規定する。まず,通 知
は事情に基づき通常の手段でなしうる(§121EAG)か ら,承 諾は任意の方法
でできる。もっとも,申 込につき選択された送達方法は間接的に承諾方法にも
影響を及ぼす。期間を定めてない申込は相当な期間内に承諾することを要 し,
この期間は事情によっては申込で選択 された伝達方法の迅速さによって測定さ
れるからである(§81S.1EAG)。 承諾は,EAG6条 皿項に従って,そ れに
よって契約が成立したことを明らかにするもので足りる。この場合に,承 諾者
が申込者につき折 り返 しこれに関して通知をなすという義務づけ(イ タリヤ民
法1327皿)は 明示的に定め られていない。これは,'(既 に締結された)売 買契
約か ら生ずる付随義務に関するものだからである(§ §55,70EKG参 照)。次
に,沈 黙の法効果はどうか,特 に確認書に関する沈黙,で ある。沈黙は,た と
え申込者が申込において承諾と解する旨定 めたとしても,承 諾 と解 されない
(§2∬EAG.Dilgerは §6Hと するが誤植であろう)の であり,む しろ,例
えばEAG7条 皿項,9条 亜項のように,異 議申立を根拠づける特別事情が存
することを要 し,こ れによって沈黙は承諾と評価されうる。承諾で修正をなし
たときは,原 則として新たな申込とされるが,修 正によって申込の本質的内容
が変更されていないときは,申 込者が遅滞な く異議申立をなさないと変更は契
約内容となる(§7nEAG)。 この限りで,沈 黙は承諾とみなされるから,EAG
7条 皿項はEAG2条1項 により確認書に適用されるべき法原則の重要な補完
を意味する。では,遅 延した承諾についてはどうか。BGB150条1項 は新たな
申込とするが,EAGは 申込者が望むならば承諾 として効力 を存続す るとする
(§91EAG)。 もっとも,BGBとEAGと の差異はそれほど大でない。いずれ
の場合も,申 込者が契約成立を欲し,か つ,こ れに相応する意思表示をなした
場合にのみ契約は成立するからである。ただ,こ の選択権の行使期間が異なり,
ドイツ法上は申込者が相当な期間内につき反対申込の承諾を任意になしうるが,
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EAGで は遅滞なく表示することを要する。 さらに,承 諾は反対申込とみなされ
ないことにより,EAG5条 皿項,皿 項に基づ く撤回性の排除という効果を生ず
る。このEAG9条1項 はイタリヤ法と一致し,同 法は申込者は遅延 した承諾
の場合に契約を成立 したものとするときは直ちに承諾者に通知することを要す
るとする(§1326皿C.c.)。 遅延 した承諾は,申 込者が遅滞なく契約の成立を
拒絶していない限り,通 常の送付であれば適時に到達したであろうときには,
適時に到達 した もの とみなされる(§9皿EAG)。 なお,EAG9条 豆項におけ
る契約拒絶に関する表示義務は,信 義則上承諾に些細な遅延が生じたときにも
類推適用されるべきであるとされる。では,表 示者がその表示をなした後に死
亡又は行為能力を失ったことは,申 込又は承諾の表示の効力発生に影響を及ぼ
すか。 ドイツ法上,影 響を及ぼさず契約は成立する(§ §130H,153BGB)。 国
際取引においては,こ れ らの事由は契約締結に影響を及ぼさないとするのが実
際的であるし,国 際的レベルで活動 している企業の営業活動は圧倒的に営業主
交替と無関係であり,申 込 ・承諾 という意思表示はいわば企業に向けられてい
る。そこで,EAGは,ド ィッ法よりも一歩進めて,こ れ らの事由は疑わ しき場
含には契約成立に影響を及ぼさないとする(§11EAG)。 したが って,契 約は,
申込をなした後は,各 宛人がその到達前もしくは到達後にこれ らの事由に該当
しても影響を受けない。なお,EAGも 契約は原則として方式自由である旨明定
している(§3EAG)。
か くてDilgerはEAG全 体に関 して,そ の解決策は種々の法システム間の妥
協であり,重 要な事項につき明示の確定を放棄 しているし,そ の他の事項につ
いても根本思想は十分に表現されていない,と 総括する。もっとも,こ の法典
化は交渉で成立 した点でその有する欠陥は致し方ないのであり,む しろ,新 生
地に一歩を進めたものであることは肯定する。
(皿 東西間取引に関する特別法
国連のヨーロッパ経済委員会による一般条件(ECE一 約款)(1953-1963)は,
契約締結につき簡単な規定を設けているにす ぎず,原 則として,英 米法の法思
考に立脚 している。つまり,買 主の申込に対 して売主が承諾表示を単に発信す
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れば,こ れをもって契約は成立する(mailbox-Theorie)。
チェッコスロヴァキアの国際的商取引に関す る法律(1963)は,統 一売買法
.の準備草案(1956年 草案)を 顧慮しているが,契 約締結に関しては ドイッ法圏
の範疇に完全に入る。もっとも,適 時に発信したにも拘 らず遅延 して到達 した
場合のみならず,非 拘束的と表示された申込(Antrag)が 適時かつ整然と承諾
されたときにも,拒 絶するならば明示になす義務が申込者に生ず る。さらに,
非拘束的な申込も真正な申込とみなされ,こ れをなすことによって一定の信頼
事実(Vertrauenstatbestand)が 生ずるとされる。
相互経済援助会議による商品供給に関す る一般条件(ALB)(1968/1975)2)
は,強 行法であり,本 質的には ドイツ法に一致する。ただ,期 間の定めのない
申込は,申 込発信後30日 以内は承諾適格を有するのであり,こ の期間内は申込
者は承諾表示を受領 しなければならない(§1Nr.lbALB)。 遅延 した承諾の
みならず,留 保付きの承諾も,新 たな申込 とみなされる(§1Nr.2ALB)。 さ
らに,原 則として,申 込 ・承諾は書面(電 報、テレックスも充足する)を もっ
てなされることを要 し(§2Nr.1ALB),対 話者間でも契約は両当事者によっ
て署名されることを要する(§1Nr.laALB)。
東 ドイツ国際的経済取引に関する法律(GIW)(1976)も,原 則として ドイッ
法と一致するが,EAGの 影響を受けて若干変容 している。つまり,承 諾が非本
質的な点に関してのみ申込を修正 しているときには,適 時の発信にも拘らず遅
延 した承諾の場合と同様に,申 込者には契約を成立させる意図がないならばそ
の旨表示する義務が課される(§30皿GIW)。 これはEAG7条 皿項に一致す
るし,ス ウェデンの法思想(ス ウェーデン契約法6豆)に 遡源するものである。
さらに,こ のような異議申立義務は,契 約に組込まれた約款及び条項を承認す
る意図を有 しない当事者にも課される(§33GIW)。 本質的変更をな した承諾
及び非拘束的とされた申込(§291VGIW参 照)の 承諾は,新 たな申込とみな
2)ALB/RGWとEAG,EKGと を詳 細 に検 討 した もの と して,Warmbold,J.,
GrundzUgeeineseinheitlichenPrivatvechtsfUrdenOst-West.Hande1.
TUbingen1980が 有 益 で あ る。
158 商 学 討 究 第34号 第2号
される(§31GIW)。 さ らに,承 諾表示が承諾者 による契約履行を もって代置
され る場合 には,申 込者が承諾期 間内 にこれにつ き認識 した ときにのみ契 約が
成立す る(§301VGIW)。 類 似の規定は イタ リヤ民法1327条 皿項に存す るが,
EAGで は当初考慮 されたが最終的 には採用 されなか った。GIW上 は通知 の不
作 為の ときには契約は最初か ら成立 しないが,イ タ リア民法上は契約 は成立 し,
単 に損害賠償義務 を負わせるにす ぎない。
(IV)1980年 国連 条約3)
本条約 はUNCITRALに よ る1976年 ジュネーブ草案,1977年 ウィー ン草案,
1978年 ニュー ・ヨーク草案を経て,1980年3月10日 か ら4月]1日 に至 る国連
外 交会 議で1980年 国際条約 として採択 された。本条約は,EAGの 本質的原則
を不 変形 で採 用 して おり,EAGと の差異 は極 く僅かな ものであ るが,EAGよ
りも表現様 式を改善 し,原 則 をよ り精密 に規定す るとい う試みがな されている。
EAG4条1項 は申込はその内容 が確定的であ ることを要す るとす るが,本 条
約はよ り精密 に規定 して,当 該商品並 びにその数量が十分に確 定 されていない
か又は価 格事項が欠 けて いる ときは,価 格及び数量の決定に関 して十分な配慮
が な されて いない限 り,単 なる申込の誘因であ るとされ る(§141S.2)。 これ
に関 しては,確 定代金 とい う要件 は疑問で あり,契 約は代金が確定 されていな
くとも成立 しうるとす る西 ドィッでは(§316BGB),疑 わ しき場 合には規定の
3)本 条約は,1964年 ハーグ条約がEAG,EKGと2条約に分離 していたのに対 し,
単一条約の形態を採用 し,第 一部適用範囲及び総則,第 二部契約の成立,第 三部動
産売買,第 四部最終条項とで構成されている。もっとも,同 条約92条1項 により,
締約国は本条約第二部又は第三部の規定に拘束されない旨宣言できる。本条約の成
立後の動向及び同条約の訳文としては,曽 野 「ウィーン統一売買法(1980年 国連条
約)発 効への動き(上)(†)」 ジュリス ト781号,782号 参照。外国文献としては,
Schlechtriem,P.,EinheitlichesUN-Kaufrecht.T艇bingen1981;Honnold,
J.,UniformLawforInternationalSalesunderthe1980UnitedNations
Convention.Antwerp・Boston・Lordon・Frankfurt1982が有益である。
特に,後 者には,1980年 条約,1978年 条約草案(ニ ュー ・ヨーク草案),1964年 の
両ハーグ条約の全文が英語正文で収録されていて,便 宜である。わが国で近時,本
条約を申心として国際動産売買を論じたものとして,沢 田 ・曽野ほか著 ・国際取引
法講義(有 斐閣大学双書,昭57年)の 第二章国際的動産売買(曽 野執筆)が 有益で
ある。なお,本 稿では,以 下においては条文数は特に断わらない限り,本 条約によ
る。
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排除が裁判所によって肯定されようと指摘 している。申込は,契 約が推断的行
為によって成立 した(§18皿 参照)の でない限り,mailbox-Theorieに 一致 し
て,承 諾の発信までは原則として撤回できる(§161)。 申込の有効性(Wirk・
samkeit)が その撤回性 と混同されるのを防 ぐために,EAG5条1項 をより明
確化 して,申 込は受領者に到達した時に効力を生ずるとされる(§151)。 申込
の撤回については,ま ず,承 諾期間が設定されているか又はその他の方法によ
り申込が非撤回である旨認められる場合には,申 込 は撤回 しえな い(§16皿
lit.a)。 承諾期間の設定は例示としてあげられている。次に,EAG5条 皿項に
おける信義則により撤回が排除される点については,よ り具体化され,受 領者
にとって申込の非撤回に信頼することが合理的であって,こ の者が申込に信頼
して行為 した場合とされ(§16Hlit.b),EAG5条 皿項のように諸事情,事 前
の交渉,当 時者間の慣行及び商慣習にはよらない。 したがって,EAGよ りも,
申込の存続についての受領者の信頼を保護するため撤回が否定される場合が多
くなるであろう旨指摘する。方式自由(§3EAG,§5EKG)は 保持されている
が(§H),書 面性(電 報,テ レックスを含む(§ エ3))を 契約締結につき不可
欠な要件とする法 システム(特 に,東 欧諸国)の ために留保が認められており
(§12.な お,§96参 照),合 理的解決をなす。承諾は,到 達(定 義については
§24参 照)に よって初めて効力を生じ(§18の,こ れによって契約が成立する
という効果を生ずる。もっとも,契 約締結は,承 諾の通知がなくとも,申 込の
性格,当 事者間の慣行又は商慣習上許容されるならば,推 断的行為(代 金支払,
商品発送など)に よっても肯定される(§181旺)。 この点に関 して,テ レック
クスの普及により承諾通知における時間の ロスは取 るに足 りないし,実 務上売
主が商品発送通知を買主に当然なすであろうから,18条 皿項は無用な規定であ
るとする批判も存するが,Di工ger自 身は発送理論(Versendungtheorie)へ の首
尾一貫 しない依拠ではないと解する。沈黙それ自体(initself)は 承諾 とみな
されない(§181S.2)が,こ れは明確化のために規定されたのであり,9条
1項 に基づ く当事者間の慣行か らもこの点は認められる。但 し,沈 黙それ自体
という文言か ら明らかであるが,そ の他の事情と結合 して沈黙行為が表示意義
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を有することになる(§§81,9参 照)。遅延した承諾(§21)並 びに修正され
た承諾(§19)は,EAGと 同様に規定されている(§§9,7EAG)。 ただ,修 正
が本質的か非本質的であるかの判断困難を認めて,19条 皿項で本質的変更の推
定を定めている(代 金,支 払,品 質数量などについての変更)。 なお,EAGH
条と異な り,死 亡又は行為能力の喪失がなされた意思表示に影響を及ぼすかに
ついては,規 定されていない。これは,商 事売買はしばしば企業によってなさ
れ,企 業の存在は自然人に依存 しないからである。
以上の検討の後に,Dilgerは 次のように結論づ ける。つま り,ハ ーグ条約
(EAG,EKG)は 若干の国々の法発展に寄与すると共に,1980年 国連条約に関
す るUNCITRAに よる立案過程で基礎資料として役立ったが,こ の国連条約の
発効までは主 として一つのモデルにとどまる。とはい.っても,こ の分野でのよ
り一そうの法発展につき方向指示器的機能を果たすであろう,と する。そして,
このような見解は,統 一法創造によせられる大きな期待の点からは幻滅と思わ
れるであろうが,法 統一は一歩一歩僅かな立法上の成果においてのみ達成され
るものである,と する。 しか し,1980年 国連条約の署名国が多数にのぼり,そ
の発効が間近かと思われる状況においては,ハ ーグ条約のモデルとしての地位
は低下するものと思われる。というのは,1980年 国連条約99条 皿項乃至IV項
により,ハ ーグ条約の批准 ・加入国が1980年 国連条約に加盟するときは,ハ ー
グ条約を破棄することが要求されているからである。今後は,Dilger論 文の主
題である契約成立に関して1980年 国連条約の検討が比較法的に重要 となるが,
その際にDilger論 文は参照されるべき有益な寄与をなしているといえる。
〈石原 全〉
